
円

円

円

円

円

65歳
未満

65歳
以上

a
円

b
円

c
円

d
円

e
円

f
円

g
円

h
円

円

8 0 0 0 0 円

円年間所得額

→Ｈが１９２万円未満の場合は、【所得要件】を満たしますので、Ｉを記載する不要はありません。

（次ページに続きます）

Ｇ　社会保険料相当額

※一律に８万円の控除となるため、記載不要です。

Ｈ　各控除等の控除後の所得額　Ａ　－　（　Ｂ　＋　Ｃ　＋　Ｄ　＋　Ｅ　＋　Ｆ　＋　Ｇ）

F　その他の控除

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

その他控除額合計
（a + b + c + d + e + f + g + h）

事業収入又は不動収入を記入した方

※前々年（令和２年１月～同年１２月）の経費を
ご記入ください。
※帳簿等の上記の経費がわかる書類をご提出く
　ださい。

Ｅ　Ａの年間収入額のうち、公的年金等収入に公的年金等控除の額（前々年分）

年金収入を記入した方
※下記の表より控除額を確認し、ご記入くださ
　い。

公
的
年
金
等
控
除

①Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が１３０万円以下の方  　　　　 　→ ７０万円
②Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が１３０万円超４１０万円以下の方 → 公的年金等収入分×２５パーセント＋３７．５万円
③Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が４１０万円超７７０万円以下の方 → 公的年金等収入分×１５パーセント＋７８．５万円

①Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が３３０万円以下の方 　　　　 　 → １２０万円
②Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が３３０万円超４１０万円以下の方 → Ａの額のうち公的年金等収入分×２５パーセント＋３７．５万円
③Ａの額のうち年金収入（課税年金収入と非課税年金収入の合計）分が４１０万円超７７０万円以下の方 → Ａの額のうち公的年金等収入分×１５パーセント＋７８．５万円

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

控除名
（　　　　　　　　　　　　　）

※令和２年の課税証明書に記載のある、以下の控除の金
額をご記入ください。
・雑損控除【記載額】
・医療費控除額【記載額】
・小規模企業共済等掛金控除【記載額】
・障害者控除【２７万円】
・特別障害者控除【４０万円】
・寡婦控除（児童の母の場合を除きます。）【２７万
円】
・ひとり親控除（児童の父母の場合を除きます。）【３
５万円】
・勤労学生控除【２７万円】
　その他、肉用牛の売却による事業所得がある場合や、
純損失の繰越控除などがある場合にもご記入いただけま
す。
　なお、社会保険料控除、生命保険料控除、地震保険料
控除、寄附金控除、配偶者控除、扶養控除、基礎控除に
ついては記載できません。

給与収入を記入した方
※前々年（令和２年１月～同年１２月）の控除
　額をご記入ください。

Ｄ　Ａの年間収入額のうち、事業収入、不動産収入に係る必要経費の額（前々年分）

以下、上記の氏名の方についての必要な情報をご記入してください。

Ａ　「簡易な収入額の申立書（申請者本人用）」の②又は「簡易な収入額の申立書（扶養義務者等用）」の③の金額をご記入ください。

年間収入額

控除等

Ｂ　Ａの年間収入額のうち、養育費に係る控除の額（前々年分）

簡易な所得額の申立書
【公的年金給付等受給者】

〇「簡易な収入額の申立書（申請者本人用）」の【要件】若しくは「簡易な収入額の申立書（扶養義務者等用）」
　の【要件】を満たさなくても、以下の【所得要件】を満たせば支給の対象となります。

★所得の申立てをしたい方の氏名を記載の上、低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金の申請者からみた続柄に

チェック（☑）してください。

氏名 属性 □本人 □父母 □祖父母 □子 □孫 □曽祖父母 □曽孫 □兄弟姉妹 □配偶者

養育費を記入した方

※養育費の２０パーセントの金額をご記入くださ
い。
※１円未満の端数が生じる場合は四捨五入してく
　ださい。

Ｃ　Ａの年間収入額のうち、給与収入に係る給与所得控除の額（前々年分）

様式第７号（第７条関係）



　
✓ ✓

※６人以上いる場合は、１人増えるごとに380,000円を加算した金額をご記入ください。

ⅰ（２）で選択した基準額

「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養義務者用）③（２）「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養義務者用）③（２）

ⅱの◎の数×１５０，０００円

　（〇以外の氏名がない場合は、〇の数を１つ減らして計算してください。）

「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養義務者用）③（２）

ⅲの〇の数×１００，０００円

　□　【所得要件】に該当します。　　□　控除額が分かる書類（帳簿等）を提出しています。
 

　□　給付金の支給要件の該当性等を審査等するため、市が必要な扶養義務者の住民基本台帳情報や税情報、公的年
　　　金情報等の公簿等の確認を行うことや必要な資料の提供を他の行政機関等に求める・提供することに同意しま
　　　す。

  □　本申立の内容に相違ありません。

　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　扶養義務者氏名

年間所得額（表面のＨ） 円 年間所得額（表面のＨ） 円

→【所得要件】Ｈの年間所得額が所得基準額より低いこと

【確認事項】（各項目のチェック欄（□）に『✓』を入れて、氏名をご記入ください。）

円

所得基準額（ⅰ＋ⅱ＋ⅲ） 円 所得基準額（ⅰ＋ⅱ） 円

∨ ∨

円 ⅰ（２）で選択した基準額 円

円 ⅱの〇の数×６０，０００円 円

　人   　　　　        円 　人   　　　　        円
※６人以上いる場合は、１人増えるごとに380,000円を加算した金額をご記入ください。

（３）「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養
義務者等用）を用いて計算を行ってください。

（３）「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養義
務者等用）を用いて計算を行ってください。

４人 ３，４４０，０００円 ４人 ３，８８０，０００円

５人 ３，８２０，０００円 ５人 ４，２６０，０００円

２人 ２，６８０，０００円 ２人 ３，１２０，０００円

３人 ３，０６０，０００円 ３人 ３，５００，０００円

０人 １，９２０，０００円 ０人 ２，３６０，０００円

１人 ２，３００，０００円 １人 ２，７４０，０００円

□「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用）
収入基準Ａの方

□　その他の方

チェックしてください。
基準額

チェックしてください。
基準額

人数 人数

（２）「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養
義務者等用）と同じ人数にチェックしてください。

（２）「簡易な収入額の申立書」（申請者本人用又は扶養義
務者等用）と同じ人数にチェックしてください。

 Ⅰ　要件に該当するか確認してください。

（１）以下のどちらか当てはまる方を選択してください。


